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平成18年9月中間期の業績について

営業の経過および成果等

当社は、退職給付会計導入に伴う退職給付債務の削減ニーズや適格退職年金制度廃止（平成２４年３月）に向けた制度

移行ニーズに対して、りそなグループの各銀行と連携し、的確なコンサルティングによるソリューションの提供に努

めています。平成１８年１０月、グループの主要なお客さまである中堅･中小企業を対象とするパッケージ型の確定給

付企業年金商品「りそなＤＢプラン３００」を開発し、適格退職年金の制度移行対応商品のラインアップの充実を図りま

した。また、従来の政府関係団体や共済組合などの公的資金および企業年金資金の運用に加えて、リテール向け投

資信託等への運用助言を行うなど、資産運用業務にも積極的に取り組んでいます。

平成１９年１月には組織体制の見直しを行い、グループ銀行をはじめとする信託契約代理店と連携して企業年金の

お客さまの制度移行ニーズ等にスピーディーに対応する「年金ソリューション部」を設置したほか、資産運用の専門

性をさらに追求するために従来の信託財産運用部を機能により「運用ソリューション部」と「アセットマネジメント

部」に再編しました。

受託財産残高

平成１８年９月末日の信託財産総額は、３１兆１,４６５億円となっております。

損益

当中間期の損益状況につきましては、経常利益は８８億５４百万円、中間純利益は５２億４６百万円となりました。収益・

費用の概要につきましては、経常収益は、１９０億６６百万円となりました。この内訳は、信託報酬が１５８億７１百万円、

役務取引等収益が３１億６６百万円、資金運用収益が２５百万円、その他が２百万円となっております。一方、経常費用

は、１０２億１２百万円となりました。この内訳は、役務取引等費用が５０億６４百万円、営業経費が５１億３１百万円、資金

調達費用が６百万円、その他が８百万円となっております。

なお、信託業務に係る収益・費用につきましては、従来は、信託計算期間終了時に計上しておりましたが、昨今の

情報開示制度の拡充を踏まえ、期間損益をより適正に算定することを目的として、当中間期より、信託計算期間にお

ける受託資産残高を基礎として計算されるものについて、計算期間の経過に応じて収益・費用を計上する方法に変

更しております。この変更により、従来の方法によった場合と比較して、経常収益は２８億５１百万円、経常費用は６億

７３百万円、経常利益及び税引前中間純利益は２１億７８百万円それぞれ増加しております。

当社が対処すべき課題

中小企業のお客さまが退職金・年金制度に対して的確なソリューションを求めるニーズはますます多様化するなど、

企業年金をとりまく環境は急速に変化しています。また、銀行、郵便局など販売チャネルの拡大に伴い投資信託マー

ケットは急速に成長しています。

このような状況下、当社は、当社の主要機能である年金制度の設計および管理、資産運用、資産管理の専門性の

一層の強化を図るとともに、りそなグループの各銀行と緊密に連携し、①適格退職年金制度を利用されているお客

さまの新制度へのスムーズな移行、②グループシナジー効果の早期実現、③投資信託マーケットでの収益機会の拡

大に取り組んでまいります。

また、内部管理については、従業員のコンプライアンス意識の向上やオペレーショナルリスクの管理態勢整備に

継続して取り組むとともに、会社法施行などに伴う内部統制の整備、充実に早期に取り組んでまいります。

以上の取り組みを通じて、従業員一人ひとりがりそなブランドの担い手としてお客さまの期待と信頼にお応えで

きるよう、より一層努力してまいる所存です。
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（注）1.従業員数には、臨時雇員および嘱託を含んでおりません。
2.純資産額および総資産額の算定にあたり、平成18年9月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号）および「貸借対照表の純資産の部
の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号）を適用しております。

主要な経営指標等の推移
■最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 （単位：百万円）

平成１６年９月中間期 平成１７年９月中間期 平成１８年９月中間期 平成１７年３月期 平成１８年３月期
経常収益
経常利益
中間（当期）純利益
資本金
（発行済株式総数）
純資産額
総資産額
預金残高
貸出金残高
有価証券残高
単体自己資本比率（国内基準）（％）
従業員数（人）
信託報酬
信託勘定貸出金残高
信託勘定有価証券残高
信託財産額

３５,６１１
１５,００１
８,９３２
１０,０００

（５００千株）
３４,３４９
８０,７４１
３,０９４
ー

１５,０２３
１２４.８１
４７６

２９,１０９
ー

５,４７１,３４３
２８,５４６,０１３

３３,８４１
１４,１１１
８,５６０
１０,０００

（５００千株）
３４,４１９
８３,８２６
３,２２２
ー

２０,０２７
１２７.９４
４４１

２７,８８９
ー

４,７２４,６０６
２５,９００,５７９

１９,０６６
８,８５４
５,２４６
１０,０００

（５００千株）
３４,１００
８２,９４１
３,０９５
ー

２０,００２
１５６.６８
５０２

１５,８７１
ー

６,７９２,２６２
３１,１４６,５５８

１４,５４６
５,６４９
３,３９３
１０,０００

（５００千株）
３１,８１２
７２,００６
３,１７２
ー

１５,０２８
１８０.４３
４４５

１１,４１９
ー

４,９１６,１７４
２７,１７９,８０４

１４,１９１
５,０５５
３,０８９
１０,０００

（５００千株）
２８,９４７
８７,０２５
３,２８２
ー

１５,０１０
１７７.５２
４３７

１１,３８２
ー

４,０９４,８６１
２４,５５９,０２１
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中間財務諸表

■中間貸借対照表 （単位：百万円）

平成１７年９月中間期 平成１８年９月中間期 平成１８年３月期
（平成１７年９月３０日現在） （平成１８年９月３０日現在） （平成１８年３月３１日現在）

資産の部 現金預け金
債券貸借取引支払保証金
有価証券
その他資産
動産不動産
有形固定資産
無形固定資産
繰延税金資産
資産の部合計

負債の部 預金
コールマネー
その他負債
負債の部合計

資本の部 資本金
資本剰余金
資本準備金

利益剰余金
中間（当期）未処分利益

その他有価証券評価差額金
資本の部合計
負債及び資本の部合計

純資産の部 資本金
資本剰余金
資本準備金

利益剰余金
その他利益剰余金
繰越利益剰余金

株主資本合計
その他有価証券評価差額金
評価・換算差額等合計
純資産の部合計
負債及び純資産の部合計

５,８５１
３６,５１７
１５,０２３
２２,１５４
５８７
ー
ー
６０６

８０,７４１
３,０９４
３２,０００
１１,２９７
４６,３９２
１０,０００
１４,９６９
１４,９６９
９,３８２
９,３８２
△２

３４,３４９
８０,７４１

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

６,６３９
３５,９７０
２０,００２
１４,９５０

ー
１０２
４,９４８
３２８

８２,９４１
３,０９５
３４,０００
１１,７４６
４８,８４１

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

１０,０００
１４,９６９
１４,９６９
９,１２９
９,１２９
９,１２９
３４,０９８

１
１

３４,１００
８２,９４１

４,０６５
３６,２１８
１５,０２８
１５,９０５
５６９
ー
ー
２１９

７２,００６
３,１７２
３２,０００
５,０２０
４０,１９３
１０,０００
１４,９６９
１４,９６９
６,８４３
６,８４３
△０

３１,８１２
７２,００６

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
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■中間損益計算書 （単位：百万円）

平成１７年９月中間期 平成１８年９月中間期 平成１８年３月期
（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで） （平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで） （平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日まで）

経常収益
信託報酬
資金運用収益
（うち有価証券利息配当金）

役務取引等収益
その他経常収益

経常費用
資金調達費用
（うち預金利息）

役務取引等費用
営業経費
その他経常費用

経常利益
特別利益
特別損失
税引前中間（当期）純利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
中間（当期）純利益
前期繰越利益
中間配当額
中間（当期）未処分利益

３５,６１１
２９,１０９

２
（１）

６,４３３
６５

２０,６１０
２
（０）

９,８１２
１０,７４４
５１

１５,００１
６２
０

１５,０６３
６,１２４
７

８,９３２
３,４５０
３,０００
９,３８２

１９,０６６
１５,８７１
２５
（１８）
３,１６６
２

１０,２１２
６
（０）

５,０６４
５,１３１
８

８,８５４
ー
ー

８,８５４
３,３３２
２７５
５,２４６
ー
ー
ー

１４,５４６
１１,４１９

０
（０）

３,１２２
３

８,８９６
１
（０）

３,９３９
４,９４８
８

５,６４９
６２
０

５,７１１
１,９２５
３９２
３,３９３
３,４５０
ー

６,８４３

■中間株主資本等変動計算書　平成１８年９月中間期（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで） （単位：百万円）

株主資本
資本剰余金 利益剰余金

資本金 その他利益剰余金 株主資本
資本 資本

繰越利益
利益剰余金

合計
準備金 剰余金合計

剰余金
合計

平成18年3月31日残高
中間会計期間中の変動額
剰余金の配当（※）
中間純利益
株主資本以外の項目の
中間会計期間中の変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計
平成18年9月30日残高

（単位：百万円）

評価・換算差額等
その他 評価・ 純資産
有価証券 換算差額 合計
評価差額金 等合計

平成18年3月31日残高
中間会計期間中の変動額
剰余金の配当（※）
中間純利益
株主資本以外の項目の
中間会計期間中の変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計
平成18年9月30日残高

※平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。

△２

４
４
１

△２

４
４
１

３４,３４９

△５,５００
５,２４６

４
△２４９
３４,１００

３４,３５２

△５,５００
５,２４６

△２５３
３４,０９８

９,３８２

△５,５００
５,２４６

△２５３
９,１２９

９,３８２

△５,５００
５,２４６

△２５３
９,１２９

１４,９６９

－
１４,９６９

１４,９６９

－
１４,９６９

１０,０００

－
１０,０００
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■注記事項 （平成１８年９月中間期）

（中間貸借対照表関係）
※１. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
※２. 有価証券の評価は、その他有価証券（債券）については中間決算日の

市場価格等に基づく時価法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法に
より処理しております。

※３. 有形固定資産の減価償却は、建物については定額法、動産について
は定率法をそれぞれ採用し、年間減価償却費見積額を期間により按
分し計上しております。なお、耐用年数は次のとおりであります。
建 物　 ８年～３９年
動 産　 ４年～１５年

※４. 無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期
間（５年）に基づく定額法により償却しております。
また、のれんについては、５年間で均等償却しております。

※５. リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処
理によっております。

※６. 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
※７. 株式会社りそなホールディングスを連結納税親会社とする連結納税

主体の連結納税子会社として、連結納税制度を適用しております。
※８. 有形固定資産の減価償却累計額 １８３百万円
※９. 貸借対照表に計上した有形固定資産のほか、電子計算機の一部等に

ついては、リース契約により使用しております。
※１０. 信託業法の規定による供託として２９百万円、為替決済の担保として

１４,９７３百万円の有価証券（国債）を差し入れております。
また、その他資産のうち敷金保証金は４７５百万円、投資顧問業登録に
係る営業保証金の供託は６２百万円、手形交換差入保証金は１百万円
です。

※１１. １株当たりの純資産額 ６８,２００円４３銭
※１２. 有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであり

ます。
その他有価証券で時価のあるもの

取得原価 中間貸借対照表 評価差額
計上額

国債 ２０,０００百万円 ２０,００２百万円 ２百万円
合計 ２０,０００百万円 ２０,００２百万円 ２百万円
なお、上記の評価差額から繰延税金負債０百万円を差し引いた額１百
万円を「その他有価証券評価差額金」に計上しております。

※１３. 現金担保付債券貸借取引により受け入れている有価証券のうち、売却
又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有する有価証券
で、（再）担保に差し入れている有価証券は３５,９０７百万円であります。

※１４. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それ
ぞれ以下のとおりであります。
繰延税金資産
未払事業税 ２５４百万円
その他有価証券評価差額 １百万円
その他 ７４百万円
繰延税金資産合計 ３３０百万円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額 ２百万円

繰延税金負債合計 ２百万円
繰延税金資産の純額 ３２８百万円

※１５. ｢貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準｣（企業会計基準
第５号平成１７年１２月９日）及び｢貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針｣（企業会計基準適用指針第８号平成１７年
１２月９日）が会社法施行日以後終了する中間会計期間から適用され
ることになったこと等から、｢銀行法施行規則｣（昭和５７年大蔵省令第
１０号）別紙様式が｢無尽業法施行細則等の一部を改正する内閣府令｣
（内閣府令第６０号平成１８年４月２８日）により改正され、平成１８年４月
１日以後開始する事業年度から適用されることになったことに伴い、
当中間期から以下のとおり表示を変更しております。
（１）｢資本の部｣は｢純資産の部｣とし、株主資本及び評価・換算差額

等に区分のうえ表示しております。
なお、当中間期末における従来の｢資本の部｣の合計に相当する
金額は３４,１００百万円であります。

（２）｢利益剰余金｣に内訳表示していた｢中間未処分利益｣は、｢その
他利益剰余金｣の｢繰越利益剰余金｣として表示しております。

（３）｢株式等評価差額金｣は、｢その他有価証券評価差額金｣として表
示しております。

（４）｢動産不動産｣は、｢有形固定資産｣、｢無形固定資産｣または｢その
他資産｣に区分して表示しております。

（５）｢その他資産｣に含めて表示していたソフトウェアは、｢無形固定
資産｣に含めて表示しております。

※１６. 信託業務に係る収益・費用につきましては、従来は、信託計算期間終
了時に計上しておりましたが、昨今の情報開示制度の拡充を踏まえ、
期間損益をより適正に算定することを目的として、当中間期より、信
託計算期間における受託資産残高を基礎として計算されるものにつ
いて、計算期間の経過に応じて収益・費用を計上する方法に変更し
ております。この変更により、従来の方法によった場合と比較して、
経常収益は２,８５１百万円、経常費用は６７３百万円、経常利益及び税引
前中間純利益は２,１７８百万円それぞれ増加しております。

※１７. 制度廃止済の適格退職年金信託の残余財産について、制度廃止前の
退職者より分配金の請求（及び損害賠償請求を含む）の訴訟を受けて
おりますが、現時点で影響は不明であります。

（中間損益計算書関係）
※１. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
※２. 1株当たり中間純利益金額　１０,４９３円１４銭

（中間株主資本等変動計算書関係）
※１. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
※２. 発行済株式の種類及び総数、並びに自己株式の種類及び株式数は、

次のとおりであります。
発行済株式 （単位：千株）

前事業年度末 当中間会計期間 当中間会計
株式数 増加株式数 減少株式数 期間末株式数

普通株式 ５００ － － ５００

※３. 当社の配当については、次のとおりであります。
当中間期間中の配当支払額

決議
株式の 配当金 １株当たり 基準日 効力
種類 の総額 の金額 発生日

平成１８年６月２７日
普通株式

５,５００
１１,０００円

平成１８年 平成１８年
定時株主総会 百万円 ３月３１日 ６月２７日

※４. ｢株主資本等変動計算書に関する会計基準｣（企業会計基準第６号平
成１７年１２月２７日）及び ｢株主資本等変動計算書に関する会計基準の
適用指針｣（企業会計基準適用指針第９号平成１７年１２月２７日）が会
社法施行日以後終了する中間会計期間から適用されることになった
ことに伴い、当中間会計期間から同会計基準及び適用指針を適用し、
中間株主資本等変動計算書を作成しております。
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主要な業務の状況を示す指標

■資金運用収支・役務取引等収支・特定取引収支・その他業務収支 （単位：百万円）

平成１８年９月中間期 平成１８年３月期
資金運用収支
役務取引等収支
特定取引収支
その他業務収支

△０
△３,３７８

ー
ー

１８
△１,８９８

ー
ー

■利鞘 （単位：百万円）

平成１８年９月中間期 平成１８年３月期
資金運用勘定平均残高
資金調達勘定平均残高
資金運用勘定利息
資金調達勘定利息
資金運用利回り
資金調達利回り
資金粗利鞘

３２,０６６
１０,７８４

２
２

０.００％
０.０２％
△０.０１％

３２,７７８
８,０３３
２５
６

０.１５％
０.１７％
△０.０１％

■受取利息・支払利息 （単位：百万円）

平成１８年９月中間期 平成１８年３月期
受取利息の純増減
残高による増減
利率による増減

支払利息の純増減
残高による増減
利率による増減

０
０
０
△０
０
△１

２４
０
２４
５
△０
６

■利益率 （単位：％）

平成１８年９月中間期 平成１８年３月期

（注）１. 総資産利益率＝利益／総資産（除く支払承諾見返）平均残高×１００
２. 純資産利益率＝利益／純資産勘定平均残高×１００
３. 平成18年9月中間期については、年換算しております。

３３.８４
３３.８７
２０.１７
５２.５０
５２.５５
３１.２９

３９.２７
３９.２４
２３.２５
６１.２２
６１.１８
３６.２５

総資産利益率
（ROA）

純資産利益率
（ROE）

業務純益率
経常利益率
中間（当期）純利益率
業務純益率
経常利益率
中間（当期）純利益率

■業務粗利益・業務粗利益率 （単位：百万円）

平成１８年９月中間期 平成１８年３月期
業務粗利益
業務粗利益率

（注）業務粗利益率＝業務粗利益／資金運用勘定平均残高×１００ なお、平成18年9月中間期については、年換算しております。
国際業務部門は該当がないため、国内業務部門、国際業務部門ごとの記載は行っておりません（以下の各表についても同様です）。

２５,７３１
８０.２４％

１３,９９２
８５.１４％

（注）資金運用勘定は無利息預け金の平均残高４,６７５百万円を控除して表示しております。

（注）残高および利率の増減要因が重なる部分については、利率による増減要因に含める方法にて表示しております。
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■その他業務収支の内訳 （単位：百万円）

平成１８年９月中間期 平成１８年３月期
国債等債券関係損益
金融派生商品損益
その他
合計

ー
ー
ー
ー

ー
ー
ー
ー

（注）上記以外の預金残高はありません。

預金に関する指標

■預金の科目別平均残高 （単位：百万円）

平成１８年９月中間期 平成１８年３月期
当座預金
別段預金
合計

９６５
３,２８８
４,２５３

ー
３,１７０
３,１７０

■役務取引等収支の内訳 （単位：百万円）

平成１８年９月中間期 平成１８年３月期
役務取引等収益
うち預金・貸出業務
為替業務
信託関連業務
証券関連業務
代理業務
保護預り・貸金庫業務
保証業務

役務取引等費用
うち為替業務

役務取引等収支
合計

６,４３３
ー
１

５,７６０
１０３
４７
ー
ー

９,８１２
８５

△３,３７８
△３,３７８

３,１６６
ー
０

２,７４０
１２８
２２
ー
ー

５,０６４
４１

△１,８９８
△１,８９８
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（注）地方債、社債、株式、外国債券および外国株式その他の証券ならびに貸付有価証券に関しては該当がありません。

■有価証券の残存期間別残高 （単位：百万円）

平成１８年９月末 平成１８年３月末
国債（１年以下）
国債（１年超３年以下）
合計

１４,９９４
２９

１５,０２３

２０,００２
ー

２０,００２

（注）地方債、社債、株式、外国債券および外国株式その他の証券に関しては該当がありません。

■有価証券の平均残高 （単位：百万円）

平成１８年９月中間期 平成１８年３月期
国債
合計

１８,７９７
１８,７９７

２０,７３９
２０,７３９

貸出金等に関する指標

（注）決算基準日における貸付金額はありません。

■貸出金の科目別平均残高 （単位：百万円）

平成１８年９月中間期 平成１８年３月期
手形貸付
証書貸付
当座貸越
割引手形
合計

ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー
ー
ー
ー

有価証券に関する指標

■商品有価証券の平均残高

当社は商品有価証券を保有しておりません。

■預証率 （単位：％）

平成１８年９月中間期 平成１８年３月期
期末残高
期中平均

（注）預証率＝有価証券／預金

４８５.４３
４４１.９４

６４６.２３
６５４.１７

■金融再生法に基づく資産査定の状況 （単位：百万円）

平成１７年９月末 平成１８年９月末 平成１８年３月末
破産更生債権及びこれらに準ずる債権
危険債権
要管理債権
正常債権
合計

ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー
ー
ー
ー

■リスク管理債権残高 （単位：百万円）

平成１７年９月末 平成１８年９月末 平成１８年３月末
破綻先債権額
延滞債権額
３カ月以上延滞債権額
貸出条件緩和債権額
合計

ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー
ー
ー
ー
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自己資本比率の状況

■自己資本比率（国内基準）

平成１７年９月末 平成１８年９月末 平成１８年３月末
基本的項目 資本金

うち非累積的永久優先株
新株式申込証拠金
資本準備金
その他資本剰余金
利益準備金
その他利益剰余金
任意積立金
中間未処分利益
次期繰越利益
その他
自己株式（△）
自己株式申込証拠金
社外流出予定額（△）
その他有価証券の評価差損（△）
新株予約権
営業権相当額（△）
のれん相当額（△）
企業結合により計上される無形固定資産相当額（△）
計 (Ａ)
うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券

補完的項目 土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の４５％相当額
一般貸倒引当金
負債性資本調達手段等
うち永久劣後債務

期限付劣後債務及び期限付優先株
計
うち自己資本への算入額 (B)

控除項目 (Ｃ)
自己資本額 計(Ａ)＋（Ｂ）－(Ｃ) (Ｄ)
リスク・アセット等 資産(オン・バランス)項目

オフ・バランス取引項目
計 (Ｅ)

単体自己資本比率＝(Ｄ)／(Ｅ)×１００

１０,０００
ー
ー

１４,９６９
ー
ー
ー
ー
ー

３,８８２
ー
ー
ー
ー
２
ー
１７
ー
ー

２８,８３１
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

２８,８３１
２３,０９９

ー
２３,０９９

１２４.８１％

１０,０００
ー
ー

１４,９６９
ー
ー

９,１２９
ー
ー
ー
ー
ー
ー

２,５００
ー
ー
ー
８
ー

３１,５９０
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

３１,５９０
２０,１６１

ー
２０,１６１

１５６.６８％

１０,０００
ー
ー

１４,９６９
ー
ー
ー
ー

３,８４３
ー
ー
ー
ー
ー
０
ー
２６
ー
ー

２８,７８６
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

２８,７８６
１５,９５４

ー
１５,９５４
１８０.４３％

（単位：百万円）

有価証券の時価等情報

■売買目的有価証券

該当ありません。

■満期保有目的の債券で時価のあるもの

該当ありません。

（注）自己資本比率は、銀行法第１４条の２の規定に基づく大蔵省告示に定められた算式に基づいて算出しております。なお、当社は国内基準を適用しております。

■その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）

平成１７年９月末 平成１８年９月末 平成１８年３月末
国債 取得原価

（中間）貸借対照表計上額
評価差額

２０,０００
２０,００２

２

１５,０２８
１５,０２３
△５

■金銭の信託、デリバティブ取引等の時価等

該当ありません。

（注）有価証券の評価は、決算基準日の市場価格等に基づく時価法により行っております。

１５,０２９
１５,０２８
△１
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■貸出金のうち破綻先債権等の額およびその合計額

該当ありません。

■貸倒引当金の中間期末残高および期中の増減額

該当ありません。

■貸出金償却の額

該当ありません。

財産に関するその他の状況
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■証券信託（有価証券投資を目的とするもの） （単位：億円）

平成１４年平成１８年９月末 平成１８年３月末
特定金銭信託
うち年金特定金銭信託

特定金外信託
指定金外信託
合計

３４,７３２
１３,７６０
１,４２２
５３４

３６,６８９

３０,４８７
１１,１３３
１,０６５
４２３

３１,９７６

■年金信託 （単位：億円、件）

平成１５平成１８年９月末 平成１８年３月末
厚生年金基金 受託残高

件数
適格退職年金 受託残高

件数
確定給付企業年金 受託残高
（基金型） 件数
確定給付企業年金 受託残高
（規約型） 件数
団体年金 受託残高

件数
国民年金基金 受託残高

件数
合計 受託残高

件数

２４,３９２
４５０

１０,０８７
３,０４２
６,５５４
１３６
３,８５８
１４３
９５５
３６
６１３
５３

４６,４５９
３,８６０

２４,１３７
４３５

１１,６５６
３,１９５
７,８３０
１３７
１,８４４
１０６
９３２
３７
６１２
５３

４７,０１４
３,９６３

（注）「金外信託」は「金銭信託以外の金銭の信託」の略称です。

（注）計上基準の違いにより、受託残高合計と信託財産残高表中の年金信託残高は一致しません。

信託業務に関する指標

■信託財産残高表 （単位：百万円）

平成１７年９月末 平成１８年９月末 平成１８年３月末
資産　　有価証券

国債
地方債
社債
株式
外国証券

信託受益権
その他債権
現金預け金
預け金

合計
負債　　金銭信託

年金信託
投資信託
金銭信託以外の金銭の信託
有価証券の信託
包括信託
合計

５,４７１,３４３
２,７６６,７６３
１８４,９９４
８００,１６９
８１４,３４９
９０５,０６７

２３,０６３,０６３
１,８３５
９,７７０
９,７７０

２８,５４６,０１３
１１,０３８,８９５
４,３０９,６０７
１２,２７４,４１９
１５５,０７０
３７６,７４４
３９１,２７６

２８,５４６,０１３

６,７９２,２６２
３,０６８,３０８
２４０,００８
８２６,９５８
１,３８２,５８３
１,２７４,４０３
２４,３３８,７５８

３,０７３
１２,４６４
１２,４６４

３１,１４６,５５８
１２,８６６,７４８
４,７２８,６３４
１２,４８０,９３８
１８０,０３５
４７１,９０７
４１８,２９３

３１,１４６,５５８

４,９１６,１７４
２,３４９,９５２
１５５,４６７
７５３,０５０
７９８,２１８
８５９,４８５

２２,２５２,１３４
１,７６７
９,７２８
９,７２８

２７,１７９,８０４
１０,４１４,８６４
４,４２８,２０３
１１,４７８,３４１
１２６,４２５
３２６,８４７
４０５,１２１

２７,１７９,８０４
（注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．信託受益権には、資産管理を目的として再信託を行っている金額（平成１７年９月末：２２,２５２,１３４百万円、平成１８年９月末：２４,３３８,７５８百万円、平成１８年３月末：２３,０６３,０６３百万
円）が含まれております。

３．共同信託他社管理財産　平成１７年９月末：３,１９５,０３１百万円、平成１８年９月末：２,５６０,２９３百万円、平成１８年３月末：３,１５２,０６４百万円
４．元本補填契約のある信託の取扱残高はありません。
５．財産形成給付信託および貸付信託の取扱残高はありません。
６．金銭信託等に係る貸出金残高はありません。
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大株主の状況

（平成１８年９月３０日現在）

株　主　名 所有株式数 持株比率

株式会社りそなホールディングス ５００,０００株 １００％

■株　主

■金銭信託の信託期間別元本残高 （単位：億円）

平成１８年９月末 平成１８年３月末
１年未満
１年以上２年未満
２年以上５年未満
５年以上
その他のもの
合計

１,８６５
２２,５６０
５,４８８
７９,５０４

ー
１０９,４１８

１５９
２７,１５１
５,３２７
９５,７０４

ー
１２８,３４３

■金銭信託等の運用状況 （単位：億円）

平成１８年９月末 平成１８年３月末

金銭信託 貸出金
有価証券
計

年金信託 貸出金
有価証券
計

合計 貸出金
有価証券
計

（注）日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社への再信託後の運用状況を含んでおります。

ー
１０８,８１４
１０８,８１４

ー
４２,２３８
４２,２３８

ー
１５１,０５２
１５１,０５２

ー
１２３,４９３
１２３,４９３

ー
４３,２５９
４３,２５９

ー
１６６,７５２
１６６,７５２

■金銭信託等の受入状況 （単位：億円）

平成１８年９月末 平成１８年３月末

金銭信託 元本
その他
計

年金信託 元本
その他
計

合計 元本
その他
計

（注）金銭信託等とは、金銭信託および年金信託のことです。なお、当社は、財産形成給
付信託および貸付信託を取り扱っていません。

１０９,４１８
９７０

１１０,３８８
４３,０９６

ー
４３,０９６
１５２,５１４
９７０

１５３,４８５

１２８,３４３
３２３

１２８,６６７
４７,２８６

ー
４７,２８６
１７５,６３０
３２３

１７５,９５３

■有価証券中間期末（期末）残高（信託勘定）

平成１８年９月末 平成１８年３月末
国債
地方債
社債
株式
その他の証券
合計

（注）本表における信託勘定とは、金銭信託および年金信託のことです。なお、当社は、
財産形成給付信託および貸付信託を取り扱っていません。

２７,６６７
１,８４９
８,００１
８,１４３
９,０５０
５４,７１３

３０,６８３
２,４００
８,２６９
１３,８２５
１２,７４４
６７,９２２

（単位：億円）
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